









































の長短にあり， 刑事収容施設の被収容者は， 身柄を拘束されている立場上， 権利
行使の実効性がある程度制約されているから， 労働関係よりも一層， 長期の消滅
時効期間により保護すべき必要性が高いこと等を理由に安全配慮義務の成立を認
め， Xの請求を一部認容した。 また， 原審判決において， Xは国家賠償請求の
主張を追加したことから， Yは消滅時効の抗弁を提出し， 裁判所は消滅時効の







れ， 法令等の規定に従って規律されるものである。 そうすると， 未決勾留による
拘禁関係は， 当事者の一方又は双方が負うべき特別な社会的接触の関係とはいえ
ない。 したがって， 国は， 拘置所に収容された被勾留者に対して， その不履行が
損害賠償責任を生じさせることとなる信義則上の安全配慮義務を負わないという

















接触の関係」 を認めた (1) (最判平成3年4月11日判時1391号3頁）（以下 「平成3年判決」














間は， 3年である（国家賠償法4条， 民法724条前段）。 これに対し， 昭和50年判決
は， 安全配慮義務違反を債務不履行責任（民法415条） として構成し， 安全配慮義




本判決では， 国が， 拘置所に収容された被勾留者に対し， 未決勾留による拘禁
関係の付随義務として信義則上の安全配慮義務を負うか否かが争点となってお










あるが， それ以前に， 下級審裁判例 (5) や学説 (6)において， 使用者の被用者に対す
る安全保証（保護）義務が認められていた。 このような状況下で， 昭和50年判決
は， 自衛隊員 A が， 車両整備中， 訴外 B の運転する自動車の後車輪で頭部をひ
かれて死亡し， Aの両親であるXらが， YC国）に対して自動車損害補償法3条
に基づき損害賠償請求を提起した事案である。 第 1 審判決は， X らが主張する
損害賠償請求権は民法724条により時効消滅したとして， Xらの請求を棄却し





訴を棄却したが， Xらは， これを不服として上告した。 最高裁は， 国が公務員

























上Yの指揮， 監督， を受けて稼働し， その作業内容もYの従業員であるいわゆ
る本エとほとんど同じであった」場合に， Yは下請会社の従業員との間に 「特
別な社会的接触の関係」に入ったと認め， 信義則上， Yは下請会社の従業員に
対し安全配慮義務を負うとした (9) 。 平成3年判決は， XらがYの業務に直接に
組み入れられていることを重視し， Yが危険回避の措置をなし得る地位にあり，
x らが自己の安全確保に必要な措置をYに委ねる関係にあったことを理由に，




安全配慮義務は一般に， 相手方の生命， 身体， 健康を危険から保護するよう配
慮すべき義務と説明され， ①契約から生じる場合， ②契約以外の法律関係から生
じる場合があるといわれる (12) 。 ①は， ①(a)上記の配慮をすること自体が契約の
目的である場合（警備， 介護契約等）と， ①(b)契約解釈により， または， 信義則上，
上記義務が認められる場合（雇用契約）に分けられる。 判例において形成された安




ったものと評価できる (14)。 昭和50年判決における国と公務貝の勤務関係は， 国
家公務員法等の法令に基づき定められているものの， 公務員の意思に基づくもの
であり， 両当事者の意思の一致なしには成立しないといえる (15)。 そして， 国は，
公務員に対して， 国の指揮命令の下に労務を提供させる権利を取得し， 公務員
は， 国の指揮命令の下に， 国の提供する物的， 人的環境において労務に従事する
義務を負うものであるから， 国と公務員の勤務関係と雇用契約関係は， その基本
























の多くは， 刑務作業中における事故， 被勾留者， 受刑者の疾病に対する医療措置
に関するものであり， 主に国家賠償法に基づき訴えが提起されているが (20), 安
全配慮義務構成によるものとして， 大阪高判平成24年10月25日（判時2175号23

































未決勾留による拘禁関係は， 刑事訴訟法60条1項， 207条1項や， 本件医療
措置時（平成19年5月14日）は， 平成18年法律第58号による刑事施設二於ケル
刑事被告人ノ収容等二関スル法律によって規律されていた (22) 。 刑事訴訟法にお
いて 「勾留」とは， 被告人・被疑者を一定の場所に拘禁する強制処分であり， そ
の目的は， 逃亡の防止による公判への出頭確保と罪証隠滅の防止にある (23)。 本
件医療措置に関しては， 刑事施設二於ケル刑事被告人ノ収容等二関スル法律40
条が 「被収容者疾病二罹リタルトキハ医師ヲシテ治療セシメ必要アルトキハ之ヲ
























し， 原審判決， 平成24年判決は， 事実上の指揮監督関係， 優位関係を根拠に安
全配慮義務の成立を認めていたといえる (27)。
(2) 本判決の判断
まず， 本判決は， 未決勾留による拘禁関係の目的， 内容について説明するが，
当該拘禁関係は， 逃亡の防止による公判への出頭確保と罪証隠滅の防止を目的
に， 国が強制的に被勾留者の居住を拘置所に限定するといった内容であるから，
その目的， 内容から扉用契約関係と同様の関係にあるとはいえない。 次に， 本判











































関係にも及ぶと考えられる (36)。 なぜなら， 刑務所， 少年院等の収容関係は， 被
収容者の意思に基づいて形成されるものではなく， 法令等の規定を根拠に形成さ
れる法律関係であるという点で， 未決勾留による拘禁関係と同様であるからであ







責任構成を主張する理由は， 不法行為責任構成の場合の 3 年の短期消滅時効を回
避して損害賠償請求を提起できるからである (37)。 特に， 公務災害， 労働災害に
おいては権利行使が遅れる要因があることも確認されており (38), 不法行為責任
構成の場合は 3 年の短期消滅時効期間が完成してしまうことも多いといわれてい
る (39)。 この事情を考慮すれば， 公務災害， 労働災害の事例においては， 不法行
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適切であると指摘する（高橋• 前掲注 (3) 17 頁）。 安全配慮義務違反による債務不履行
責任構成が主張される理由は， 不法行為責任構成の場合の3年の短期消滅時効を回避し
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